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2005年度の農協金融の回顧

〔要　　　旨〕

１　05年度では本格的な景気回復がみられ，実質3.2％と高い成長率となった。地域差を伴
いつつも景気回復が進むなか，05年４月にペイオフの本格実施，06年３月に量的緩和政策
の解除が行われた。経営体力が回復した銀行は大幅な増益を得ており，近年は預かり資産
ビジネスに力を入れる等，収益構成を変化させている。農家経済をみると，農業所得と農
外所得はともに前年より落ち込み，厳しい状態が続いている。

２　家計部門の金融資産は05年度では増加傾向にあり，12月末には1,500兆円を上回った。
残高の前年比減少が続く現金・預金に対し，国債・財融債や投資信託受益証券，株式では
残高が増加した。購入利便性や商品性が向上したことにより，市場性金融商品を選択する
利用者が増えていることが背景にある。農協では貯金の伸び率が低下し，05年度下期には
国内銀行，信金の伸び率を下回るようになった。

３　農協貯金の前年比伸び率は05年度下期から低下し始め，06年３月末には1.5％となった。
その内容をみると，一般貯金では全地域で前年比伸び率が低下し，国内銀行の個人預金の
伸び率を下回る地域が増えている。公金貯金では，市町村財政の悪化や指定金融機関の変
更等の影響で残高が減少している。

４　家計部門への貸出金の動向をみると，マイナスで推移していた前年比伸び率は05年度に
入って回復した。その背景には民間金融機関の住宅貸付の伸長がある。消費者信用では消
費者金融の不振が響き，05年度下期に前年比伸び率がマイナスへ転じた。国内銀行，信金，
農協では住宅資金が牽引し，貸出金を伸ばしている。

５　農協貸出金（公庫・共済・金融機関貸付を除く）の05年度の前年比伸び率は△1.1％～△
0.7％の間で推移したが，06年３月末には△0.2％となり，急速に回復した。自己居住用住
宅資金では金利上昇をにらんだ駆け込み需要や統一ローンの推進等によって伸び率が高ま
った。県市町村・公社公団貸付も市町村合併後の資金需要の発生により伸びている。他方，
賃貸住宅等建設資金や生活資金，農業資金では前年比伸び率はマイナスとなった。相続対
策での賃貸住宅の重要度の低下，農家経済の厳しさ等が背景にある。

６　不良債権処理にめどをつけ，体力を回復させた金融機関は多角的な取組みを本格化して
いる。農協金融をみると，農協貯金の前年比伸び率は低下傾向にあり，貯金流出を防ぐた
めの次世代対策が重要となっている。農協貸出金では前年比伸び率が回復傾向にあり，住
宅ローンを主軸とした渉外・融資体制をさらに充実させていくことが重要となっている。

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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農協貯金の前年比伸び率は2004年度では

２％前後で推移したが，05年度下期から低

下し始め，06年３月末には1.5％となった。

一方，農協貸出金（公庫・共済・金融機

関貸付を除く）の05年度の前年比伸び率は

△1.1％～△0.7％の間で推移したが，06年

３月末には△0.2％となり，急速に回復し

た。

このように，05年度では農協貯金の伸び

率の低下と農協貸出金の伸び率の回復とい

う対照的な動きがみられ，その傾向は06年

度に入っても続いている。

本稿では05年度の農協金融の動向につい

て，農協金融をめぐる環境，個人金融なら

びに他金融機関の動向を踏まえて分析を行

う。

（１） 一般経済の動向

05年度には世界経済の堅調な推移を背景

とした輸出の増加や活発な民間設備投資が

みられ，企業業績は本格的な回復局面に入

った。好調な企業業績は雇用拡大や賃金上

昇を通じて家計部門にも波及し，消費を押

し上げている。

こうした輸出増や民間設備投資，個人消

費が牽引役となって，05年度の実質GDPは，

95年度の現行統計以来，最も高い3.2％成

長を記録した。

景気回復は株価に現れており，04年度に

１万１千円前後で推移していた日経平均株

価は，05年度下期には大きく値を上げ，12

月には６年ぶりに１万６千円台となった。

05年度の雇用・所得環境をみると，企業

の雇用拡大を背景に，完全失業率は4.4％

と３年連続で前年度を下回った。有効求人
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倍率も上向きであり，05年12月には13年ぶ

りに１倍を超える等，05年度では0.98倍と

なっている。また，現金給与総額の前年比

伸び率は５年ぶりにプラスとなる0.6％を

記録する等，所得面でも回復がみられた。

ただし，各地域の景況判断を鉱工業生産

や個人消費，雇用情勢でみると，いずれも

好況判断を示す東海に対し，北海道や東北，

四国，九州・沖縄では回復が遅れている。

景気回復は全体を底上げしているものの，

地域間の差を伴いながら進行しているとい

える。

（２） 金融動向

日銀は量的緩和政策を05年度に入っても

継続させたが，05年10月以降，消費者物価

指数が上昇傾向にあることから，06年３月

に解除した。こうした政策に対する予測や

景況感によって，長期金利（新発10年国債

利回り）は05年度下期から上昇傾向にある。

金融庁は，02年10月の金融再生プログラ

ムで目標とした不良債権問題の正常化にめ

どをつけ，金融システムの安定から活力へ

の方向性を打ち出した。04年12月には金融

改革プログラムを発表し，利用者ニーズの

重視と利用者保護のルールの徹底を掲げて

いる。

その一環として，金融機関の販売チャネ

ルの多様化と金融サービスのアクセス向上

を促すため，銀行代理店制度を見直した。

05年11月に「銀行法等の一部を改正する法

律」を公布（06年４月施行）し，銀行の

100％子会社規制や代理店業務以外の兼業

規制等を撤廃した。また，投資ファンドを

めぐる諸問題の発生を防ぎ，投資者保護を

拡充する横断的な法制として「金融商品取

引法」（いわゆる投資サービス法）を06年６

月に成立させている。

さらに金融庁は，地域の再生・活性化を

図るために，「地域密着型金融の機能強化

の推進に関するアクションプログラム」
（注１）

（05～06年度）を策定し，事業再生・中小企

業金融の円滑化，経営力の強化，地域の利

用者の利便性の向上にかかわる取組みを提

示している。

こうしたなか，全国銀行協会が発表した

全国銀行の05年度の決算状況をみると，不

良債権処理が進み，株式関係収支が好転し

たことによって，経常利益は前年度比２兆

8,487億円増，伸び率149.8％と大幅な増益

となった。この業績向上を支えたものに各

種手数料の受取収支を示す役務取引等利益

があり，前年度より18.7％伸びて２兆1,281

億円に達している。預貸金利ざやが伸び悩

むなかで，経営体力が回復した銀行が投資

信託や保険商品等の預かり資産ビジネスに

力を入れ，収益構成を変化させていること

が背景にある。
（注２）

なお，05年４月にペイオフ本格実施があ

ったが，預貯金の業態間移動は大きくなか

った。02年４月の定期性預貯金を対象とす

るペイオフ一部実施によって資金移動が既

に進行していたことによる。本格実施後も

全額保護される無利息，要求払い，決済サ

ービスの機能をもつ決済用預貯金は郵便局

を除くほぼすべての金融機関で導入されて
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いる。
（注１）このプログラムは，03年３月に公表された
「リレーションシップバンキングの機能強化に関
するアクションプログラム」（03～04年度）を承
継するものである。

（注２）重頭ユカリ（2005）「リテール金融市場に
おける総合金融サービス機関化―ビッグバン構
想から８年を経て―」『農林金融』５月号，14頁。

（３） 農家経済の動向

農協資金動向の重要な背景には農家の所

得動向があるため，農林水産省の「農業経

営統計調査」
（注３）

によって05年の販売農家の家

計動向をみておく（第１表）。

05年の農家経済をみると，米国産牛肉の

BSE発生による国内産価格の上昇によって

畜産物収入が増加しているが，野菜価格の

落ち込みや光熱動力費の値上がりによって

農業所得は前年度より10万５千円減少して

137万５千円，前年比伸び率は△7.1％とな

った。04年に前年比増加した農外所得では

伸び率が△1.6％と再びマイナスに転じ，

年金等の収入も△0.4％と低下した。こう

した減少要因の影響を受けて，農家総所得

は450万５千円，前年比伸び率は△3.1％と

なっている。04年と比べると低下幅は縮小

したものの，農家経済の厳しい状態が続い

ている。

（注３）「農業経営統計調査」は，04年度から世帯員
の限定や農業生産関連事業の収支が独立する等
の調査体系の変更があった。詳しくは尾高恵美
（2006）「農家の経営収支―調査体系の変更点と
最近の動き―」『農林金融』２月号，32頁を参照。

農協信用事業は個人組合員が中心に利用

しているため，ここでは家計部門の金融資

産の動向，個人預貯金における業態別の動

向，市場性金融商品への取組状況について

みる。

（１） 家計部門の金融資産の動向

日銀の資金循環統計によると，家計部門

の金融資産残高は05年３月末から５四半期

連続で増加し，12月末には統計作成以来，

初めて1,500兆円を上回った。06年３月末

では12月末に比べて若干減少したが，残高

は1,502.2兆円となっている（第２表）。

金融資産の内訳をみると，現金・預金は

770.5兆円で金融資産の

51.3％を占めるものの，

04年12月末から前年比

伸び率はマイナスが続

いている。その構成で

は05年度中は現金と流

動性預金の伸び率がプ

ラス，定期性預金がマ

イナスで推移した。定

期性預金は06年３月末
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０５年 
実数 

前年比 
伸び率 

第１表　販売農家の家計動向（販売農家１戸当たり平均） 

資料　農林水産省「農業経営統計調査」および「農業経営動向統計」          
（注）１　０５年の実数は各四半期ごとの概算収支の単純合計であるため， 在庫増減等が含まれ

る０５年の年間数値（０６年末公表予定）とは異なる。         
２　００～０４年までの前年比伸び率は「農業経営動向統計」の数値による。 

（単位　千円，％） 

００ 

前年比伸び率 

４，５０５ 

１，３７５ 
２，００９ 
１，１１７ 

３，９６８ 

総所得 

　うち農業所得 
　　　農外所得 
　　　年金等の収入 

可処分所得 

△３．１ 

△７．１ 
△１．６ 
△０．４ 

△２．６ 

△２．１ 

△５．０ 
△３．０ 
１．５ 

△１．９ 

０１ 

△３．１ 

△４．６ 
△４．５ 
０．７ 

△３．３ 

０２ 

△２．２ 

△１．２ 
△４．７ 
２．５ 

△２．３ 

０３ 

△１．６ 

８．３ 
△４．５ 
△０．３ 

△１．３ 

０４ 

△３．８ 

△１２．３ 
０．８ 
０．３ 

△４．５ 

２　個人金融資産の動向
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で前年同月末より20.3兆円減少し，その寄

与率も△26.2％であることから，家計部門

の金融資産の減少要因として大きい。04年

度に伸び率が低下した外貨預金は，05年度

には伸び率がマイナスへと転じ，その後も

低下幅が拡大している。

こうした現金・預金の減少にもかかわら

ず，家計部門の金融資産残高が05年度に増

加したのは国債・財融債や投資信託受益証

券（以下「投信」），株式が大きく伸びたた

めである。国債・財融債の残高は06年３月

末で26.9兆円，金融資産合計に占める割合

は1.8％と低いものの，前年比26.0％と高い

伸び率を示している。

投信と株式は05年度に入ってから増勢が

著しく，06年３月末ではいずれも前年比伸

び率が40％を超えた。投信では価格変化分

を含む調整金額を差し引いても前年比が二

けたの伸びを示していることから，その購

入を進めている利用者が多いことがわか

る。他方，株式では価格変化分を除くと前

年比伸び率はマイナスとなっているため，

残高増加は株価の値上がりによるところが

大きい。

保険・年金準備金をみると，保険商品の

買い控えや積立型保険から掛捨型保険への

シフトによって保険準備金は減少している

が，個
（注４）

人年金保険の伸びで年金準備金が大

きく増加したため，保険・年金準備金の前

年比伸び率は06年３月末で2.9％となった。

（注４）資金循環統計では，家計部門の金融資産の
保険準備金に積立型保険は計上されるが，掛捨
型保険は計上されない。

（２） 個人預貯金の動向

業態別に個人預貯金の動きをみると，郵

便貯金では00年11月に前年比伸び率がマイ
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１．６ 

５．３ 
（０．９） 
２．８ 
１．８ 

△０．６ 

２．１ 
△０．６ 

７．１ 
△３．７ 

△１７．９ 

３１．８ 
４０．１ 

（２１．８） 
４８．１ 

（△２．２） 
２．７ 

５．５ 
（１．３） 
３．３ 
２．１ 

△０．７ 

０．９ 
△０．６ 

７．９ 
△３．９ 

△２２．０ 

２６．０ 
４４．８ 

（２６．４） 
４０．０ 

（△２．１） 
２．９ 

資料　日銀『金融経済統計月報』            
（注）　金融資産には表掲載以外の科目が存在するので内訳の計は合計とは一致しない。   

第2表　家計部門の金融資産の動向 

金融資産合計     
（価格変化分を除く）     
　株式以外合計    
　株式, 投資信託以外合計    

　　うち現金・預金   

　　　　現金  
　　　　預金  

    　　　　流動性預金 
    　　　　定期性預金 

　　　　外貨預金  

　　国債･財融債   
　　投資信託受益証券   
　　（価格変化分を除く）   
　　株式   
　　（価格変化分を除く）   
　　保険・年金準備金 

０６年 
３月末 構成比 ０６．３ ０６．３ ０４．３ ０５．３ ０５．６ ０５．９ ０５．１２ ０６．３ 

前年比伸び率 残高 前年比 
増減額 寄与率 

（単位　兆円，％） 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



ナスへ転じて以来，残高の減少が続いてい

る（第１図）。04年度に入って伸び率の低

下幅が拡大し，その傾向が05年度も続いた

ため，貯金残高は06年３月に200兆円を割

り込んだ（199.9兆円）。満期を迎えた定額

貯金の払い戻しに加え，１人当たり預け入

れ限度額（1,000万円）を超える金額の解消
（注５）

を進めたことが影響している。こうした残

高の減少については内閣府郵政民営化準備

室が「骨格経営試算」（04年11月）で見通し

を示しており，完全民営化直前の2016年に

は貯金残高が142.5兆円まで落ち込むと予

測している。

国内銀行では，05年度に入って伸び率の

上昇がみられ，12月にほぼ２年ぶりに前年

比伸び率が２％台に回復した。定期性預金

の前年比伸び率はマイナスで推移している

ものの，それ以上に流動性預金が伸びたこ

とによる。信金では05年度に流動性預金は

伸びているが，定期性預金の伸び率が７月

からマイナスに転じ，その後も低下幅が拡

大している。そのため，預金全体の伸び率

は05年度下期から低下傾向にある。

農協では定期性貯金の前年比伸び率が低

下し，06年１月にはほぼ３年ぶりに伸び率

がマイナスへと転じた。流動性貯金でも前

年比伸び率が低下しているため，05年度下

期には農協貯金の伸び率は国内銀行，信金

を下回るようになった。

（注５）郵政公社は預入限度額を超える金額（合計
７兆円）を06年度までに解消するとしている。

（３） 市場性金融商品の取組状況

個人の金融資産選択について，金融広報

中央委員会が毎年調査を実施している「家

計の金融資産に関する世論調査」（05年６

～７月調査）をみると，金融商品の選択基

準では「元本が保証されているから」が

33.3％と最も割合が高く，「取扱金融機関

が信用できて安心だから」（15.0％）と合わ

せると，安全性重視の姿勢は５割弱を占め

る。

預貯金よりも有利な利回りが期待でき，

政府による元本保証がある個人向け国債

は，前述した金融資産選択での安全性志向

に合致した金融商品である。個人向け国債

には，10年満期で適用利率が変動する「変

動10年」と５年満期で利率固定型の「固定

５年」があり，前者は03年３月から，後者

は06年１月から導入されている。いずれも

販売は好調であり，06年１月発行分では

「変動10年」は8,001億円，「固定５年」は

１兆1,285億円の計２兆円弱の販売実績が

ある。中途換金をした場合には解約手数料

が発生するた
（注６）

め実質利回りが低下する恐れ

があるものの，約３年間で17兆円を積み増
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資料　農協残高試算表， 日銀ホームページ       
（注）１　国内銀行， 信金は平残， 農協は末残。       

２　農協のデータは一般貯金（貯金計から公金貯金と金融機関貯
金を引いたもの）を用いている。 
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４ 

２ 

０ 

△２ 

△４ 

△６ 

△８ 

（％） 

０２年 
３月末 

６ ９ １２ ０３ 
・ 
３ 
６ ９ １２ ０４ 

・ 
３ 
６ ９ １２ ０５ 

・ 
３ 
６ ９ １２ ０６ 

・ 
３ 

郵貯 

第１図　業態別個人預貯金の前年比伸び率 

信金 

国内銀行 

農協 
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しており，預貯金に代わる金融資産として

支持されていることがわかる。

個人向け国債以外にも，低金利が続く預

貯金の受け皿として投信や保険商品が人気

を集めている。金融機関にとっても預貸金

による利ざやが伸び悩むなかで，預かり資

産による手数料収入は重要な収入源となり

つつある。

投信をみると，06年３月末で銀行等が公

募投信の純資産残高に占める割合は，定期

性預金に対するペイオフ実施直前の02年３

月の17.9％から06年３月末の38.9％へと高

まった。こうした投信への取組みは銀行だ

けでなく，そのシェアは低いものの信金や

郵便局でも進展している。信金での投信預

かり資産残高は06年３月末で前年の約３倍

と業態の中では最も伸びた。郵便局は05年

10月から投信の取り扱いを開始し，06年３

月末までの半年間で預かり資産残高は93.6

億円から1,196.1億円へと急増している。

保険商品では，01年４月に損害保険，02

年10月に個人年金保険について銀行での窓

口販売が解禁された。個人年金保険は相続

税の非課税枠がある等，税制メリットもあ

ることから好調な販売実績をあげている。

生命保険協会の調べによると，05年度の新

規契約金額は8 .6兆円，前年比伸び率は

15.5％となっている。なかでも払い込んだ

保険料を保証する元本保証型の変額個人年

金保険の人気が高い。

個人の金融資産の選択では安全性を重視

する姿勢が依然として強いが，銀行の窓口

販売による購入の利便性や商品性が向上し

たことにより，市場性金融商品を選択する

利用者が増えている。

こうした動きは先にみた資金循環統計で

の国債・財融債や投信，保険・年金準備金

の伸長を裏づけている。
（注６）丹羽由夏（2005）「個人向け国債と個人向
け地方債―ペイオフ凍結解除と個人預貯金から
の資金シフト―」『農林金融』４月号，５頁。

（１） 利用者別の動向

農協貯金の前年比伸び率の推移をみる

と，02年度は低下傾向にあったが，03年１

月末の0.8％を底に伸び率が上昇し，04年

３月末には2.1％となった。その後，04年

度から05年度上期にかけて伸び率は安定的

に推移したものの，05年10月末から緩やか

に低下し，06年３月末には1.5％となって

いる（第３表）。06年度に入ってからも伸

び率の低下が続き，06年７月には１％を割

り込んでいる。

このような農協貯金の動向を個人が中心

となっている一般貯金（貯金全体から公金

貯金，金融機関貯金を差し引いたもの）と公

金貯金に分けてみておく。

一般貯金については，03年４月末から04

年２月末にかけて増加幅は拡大傾向にあっ

た（第２図）。02年４月のペイオフ一部実

施で発生した預入資金の分散化が収束した

ことやキャンペーンによる貯金獲得の取組

み等が影響を及ぼしている。04年度に入る

と，６月末まで増加幅が縮小したものの，

その後は回復して05年８月末までは安定的

農林金融2006・11
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３　農協貯金の動向
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に推移した。しかし，９月末以降は再び増

加幅が縮小し，その傾向は06年３月末まで

続いている。その背景には04年度にみられ

た天災共済金の入金等，貯金残高を伸ばし

ていた要因の剥落がある。当総研が実施し

ている農協信用事業動向調査で貯金増減の

源泉別割合をみると，他金融機関から農協

への預け替えの割合が年々低下している。

こうした動きも一般貯金の増加幅を抑える

原因となっている。

一般貯金を地域別にみると，06年３月で

はすべての地域で前年比伸び

率が前年より低下している

（第４表）。なかでも，北海道

や東山，北陸，北九州では前

年に比べて１ポイント以上の

低下がみられる。05年３月末

では山陰のみ前年比伸び率が

国内銀行を下回っていたが，

06年３月末には，こうした地

域が山陰に加えて北海道，南

関東，東山の４地域へと増え

た。それ以外の地域でも国内

銀行との伸び率の差が縮小し

ている。

公金貯金については，02年

度から03年度にかけてペイオ

フ対策による貯金量の調整や

税収不足によって前年比残高

がマイナスで推移した。04年

度に入ってからいったん回復

したが，12月末以降は再び前

年比残高がマイナスとなり，

その傾向は06年３月まで続いている。公金

貯金の減少要因として，市町村の財政状態

が悪化し，財政調整基金等の取り崩しが起

きたことや市町村合併によって指定金融機

関の変更で公金貯金が剥落したこと
（注７）

があげ

られる。前述した一般貯金の前年比残高の

増加幅縮小と公金貯金の残高減少が貯金全

体の伸び率を低下させたといえる。

（注７）小針美和（2006）「市町村合併に伴う指定
金融機関及び公金貯金の動向―平成17年度第２
回農協信用事業動向調査結果から―」『農林金融』
５月号，40頁。
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０ 

資料　農協残高試算表 

（千億円） 

△５ 
０３年 
３月末 

第2図　利用者別にみた農協貯金の前年比増減額 

公金貯金 
金融機関貯金 

一般貯金 

貯金合計 

６ ９ １２ ０４ ． 
３ 

６ ９ １２ ０５ ． 
３ 

６ ９ １２ ０６ ． 
３ 

７８８，６５３ 

２４５，２５４ 
５４３，３９９ 

２０７，４７２ 

２０，４２５ 
１８９，７０９ 

５４１，０６９ 

４７，５９３ 

２．６ 

５．１ 
１．９ 

△０．２ 

△５．９ 
０．８ 

４．８ 

△９．９ 

２．０ 

１６．８ 
△２．４ 

△１．１ 

△９．５ 
０．３ 

２．７ 

６．２ 

１．２ 

７．４ 
△１．０ 

△１．２ 

△４．０ 
△０．４ 

３．４ 

△１１．８ 

２．１ 

５．６ 
０．７ 

△０．２ 

△８．９ 
１．３ 

２．４ 

１２．８ 

２．２ 

６．３ 
０．６ 

△０．９ 

△７．９ 
０．１ 

２．９ 

４．３ 

残高 

０６年３月末 

前年比伸び率 

０１．３ ０２．３ ０３．３ ０４．３ ０５．３ 

１．５ 

５．８ 
△０．３ 

△０．２ 

△７．１ 
１．０ 

１．２ 

１２．９ 

０６．３ 

（単位　億円，％） 

貯金 

　当座性 
　定期性 

貸出金 

　短期　 
　長期 

預け金 

有価証券 

第3表　農協主要勘定の動向 

資料　農協残高試算表        
（注）１　貸出金は公庫貸付， 共済貸付， 金融機関貸付を除く。        

２　短期貸出金， 長期貸出金からは（注１）にある公庫貸付金のみを除外。 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



（２） 貯金種類別・金額帯別の動向

貯金種類別の動向をみると，02年４月の

定期性預貯金に対するペイオフが実施され

て以来，定期性貯金から流動性貯金へのシ

フトが続いており，貯金に占める流動性貯

金の割合は，01年３月の22.8％から06年３

月の31.1％へと上昇した。05年４月にはペ

イオフ本格実施があったものの，その対象

とならない決済用貯金が同時に導入され

た。農協の決済用貯金は06年３月末時点で

全県域において取り扱われており，その残

高は１兆3,446億円，貯金に占める割合は

1.7％となっている。

06年３月末で預入期間別の前年比伸び率

をみると，１年未満が△12.5％，１年以上が

1.5％であり，金額帯別では300万円未満が

1.9％，300

万円～１千

万円が 2 . 0

％，１千万

円以上が△

1 . 6％とな

っている。

こうした短

期・大口貯

金で伸び率

がマイナス

となってい

るのは公金

貯金の残高

が減少して

いることに

よる。

（１） 家計部門の貸出金の動向

日銀の資金循環統計で家計部門への貸出

金の動向をみると，ここ３年はマイナスで

推移していた前年比伸び率は05年度に入る

と回復し始め，06年３月末にプラスに転じ

て0.5％となった（第５表）。

こうした貸出金の伸びは民間金融機関の

住宅貸付が牽引している。住宅貸付につい

ては，04年度に前年比伸び率が低下したも

のの，05年度に入ってから上昇し始め，06

年３月末には5.2％となった。都市部での

マンションブームや不動産投資信託等の普

及によって分譲・賃貸マンションの新設住

農林金融2006・11
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０６年 
３月末 

前年比 
増減額 

（単位　億円，％） 

第4表　地域別にみた農協一般貯金の動向 
〈国内銀行個人預金〉 

資料　農協残高試算表, 日銀『金融経済統計月報』           
（注）１　地域別集計では沖縄を除いている（全国計には含む）。 

２　　　網かけは全国計の伸び率を上回る地域。             
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寄与率 
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２．３ 

１．４ 

２．１ 

１．５ 

△０．５ 

２．１ 

△０．２ 

０．８ 

１．１ 

１．２ 

０．２ 

１．１ 

０．１ 

１．１ 

０．３ 

１．２ 

１．４ 

０．７ 

０．２ 

２．１ 

０．４ 

０．１ 

０．２ 

０．９ 

１．７ 

１．０ 

０．１ 

１．３ 

０．７ 

１．７ 

１．８ 

０．４ 

０．８ 

２．９ 

０．６ 

０．３ 

１．１ 

１．５ 

２．０ 

０．４ 

△０．２ 

０．２ 

１．５ 

４　個人等貸出金の動向
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宅着工戸数が伸びたことに加え，長期金利

の先高感による駆け込み需要が生じたこと

が住宅貸付を伸長させている。また，個人

事業者向けの資金が含まれる企業・政府向

けは経済活動の活発化によって05年度に入

ってから伸び率が回復し，05年12月末には

プラスに転じている。

消費者信用については，大手行と消費者

金融会社との業務提携，
（注８）

販売信用の伸びを

背景に05年度に入ってから貸出金残高が増

加していた。しかし，みなし弁済規
（注９）

定の適

用基準が厳格化したことにより，消費者金

融では利息制限法の上限金利を超える部分

に対する過払金返還請求が増大したため，

前年比伸び率は05年度下期にマイナスへ転

じた。

一方，公的金融機関の貸出金は，住宅金

融公庫の業務縮小によって住宅貸付の残高

減少が続いており，05年度の前年比伸び率

は△10％台で推移している。

（注８）永井敏彦（2006）「銀行の消費者ローン戦
略」『農林金融』４月号，48頁。

（注９）利息制限法から出資法までの利率範囲（い
わゆるグレーゾーン金利）は，利息制限法の超
過利息であっても債務者が任意に利息として払
った場合は有効な弁済とみなしている（「貸金業
の規制等に関する法律」第43条）。

（２） 他業態における貸出金の動向

国内銀行では，貸出金残高が増加してお

り，前年比伸び率は05年３月の3.4％から

06年３月の4.7％へと上昇した。その背景

には個人住宅を主としたローン戦略の強化

があり，住宅資金の前年比伸び率は06年３

月で6.4％となっている。それに対し，消

費者信用の前年比伸び率は04年度下期から

05年度上期にはプラスに振れたが，前述し

た消費者信用の問題によって，06年３月末

には△5.1％となった。

信金については，住宅資金の前年比伸び

率はプラス，消費者信用はマイナスで推移

し，いずれも低下傾向にあったが，年度末

になってともに伸び率が高まっている。05

年３月末と06年３月末の伸び率をみると，

住宅資金では0.6％から2.8％へ，消費者信

用は△7.7％から△1.4％へとなった。その
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前年比伸び率 残高 

０６年 
３月末 

前年比 
増減額 

構成比 ０６．３ ０３．３ ０４．３ ０５．３ ０５．６ ０５．９ 

（単位　億円，％） 

貸出金   

　民間金融機関貸出  

　　住宅貸付（ａ） 
　　消費者信用 
　　企業・政府等向け 

　公的金融機関貸出金  

　　うち住宅貸付（ｂ） 

住宅貸付金合計（ａ＋ｂ）  

第5表　家計部門への貸出金の動向  

資料　日銀『金融経済統計月報』 

３，２６５，９６７ 

２，５８０，９４５ 

１，３６２，１１０ 
３９４，４７０ 
８２４，３６５ 

６０２，８９８ 

４６６，１９４ 

１，８２８，３０４ 

１００．０ 

７９．０ 

４１．７ 
１２．１ 
２５．２ 

１８．５ 

１４．３ 

５６．０ 

１６，２３９ 

８４，５９２ 

６７，２４３ 
△２，０６４ 
１９，４１３ 

△６５，４８４ 

△５８，４３０ 

８，８１３ 

△２．４ 

△０．２ 

５．３ 
△０．６ 
△６．５ 

△８．２ 

△９．７ 

△０．６ 

△１．８ 

０．９ 

６．８ 
△３．６ 
△４．９ 

△９．７ 

△１１．７ 

０．１ 

△１．７ 

０．４ 

４．１ 
△０．４ 
△４．７ 

△８．４ 

△１０．２ 

△０．５ 

△１．６ 

０．５ 

４．１ 
０．１ 
△４．７ 

△８．６ 

△１０．４ 

△０．５ 

△１．１ 

１．２ 

４．６ 
０．０ 
△３．５ 

△８．９ 

△１０．６ 

△０．０ 

０５．１２ ０６．３ 

△０．０ 

２．７ 

４．８ 
△０．３ 
０．９ 

△９．２ 

△１０．９ 

０．１ 

０．５ 

３．４ 

５．２ 
△０．５ 
２．４ 

△９．８ 

△１１．１ 

０．５ 
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結果，信金の貸出金残高の前年比伸び率は

△1.1％から△0.0％へと回復している。

農協貸出金（公庫・共済・金融機関貸付を

除く）では，前年比伸び率は04年９月末に

マイナスに転じて以来，05年度に入ってか

らも△1.1％～△0.7％の間で推移したが，

06年３月末には上昇して△0.2％まで回復

した。この傾向は06年度に入ってからも続

いており，06年７月には1.6％まで上昇し

ている。

当総研による農協信用事業動向調査（06

年６月実施）で農協貸出金を用途別にみる

と，構成比では賃貸住宅等建設資金が

27.7％，自己居住用住宅資金が25.5％と高

く，両者で過半を占める。それらに次いで，

農外事業資金が12.4％，生活資金が12.3％，

県市町村・公社公団貸付が12.1％，農業資

金が7.1％となっている（第６表）。

賃貸住宅等建設資金は前年比伸び率が低

下傾向にあり，05年３月にはマイナス（△

0.1％）に転じた。組合員の相続対策として

賃貸住宅が選択されなくなってきているこ

とや住宅業者と提携した他行の賃貸住宅ロ

ーンの新規販売・借換攻勢が影響を及ぼし

ている。
（注10）

こうした傾向が05年度も続いたた

め，前年比伸び率は△2.2％と低下した。

自己居住用住宅資金では，06年３月末の

前年比伸び率は05年度より高まって8.0％

となった。長期金利の上昇局面をにらんだ

年度末の駆け込み需要や住宅ローンの統一

商品の推進とそれに伴う渉外・融資体制の

整備が
（注11）

伸び率を高めている。

生活資金の前年比伸び率はマイナスで推

移しており，06年３月末は△6.4％となっ

た。農家経済の厳しい状態が続くなかで，

生活資金の借入を控えて家計費を抑える農

家行動が背景にある。また，自動車や教育，

カード等の各種ローンでの他行や業者の販

売攻勢の影響も大きい。
（注12）

県市町村・公社公団貸付では，市町村合

併後の事業再開や財政事情によって資金需

要が生じ，

前年比伸び

率は4.6％と

なった。県

市町村・公

社公団につ

いては，現

行では信用

リスクが低

く，安定し

た貸付先と
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前年比伸び率 

０５年 
３月末 

残高構成比 

（単位　％） 

貸出金合計  

　賃貸住宅等建設資金 
　自己居住用住宅資金 
　生活資金 
　農外事業資金 
　県市町村・公社公団貸付 
　農業資金 

第6表　農協貸出金の用途別残高の伸び率推移 

資料　農中総研「農協信用事業動向調査」           
（注）１　前年比伸び率は各年度第１回調査結果による。回答組合数は， ０１年３５４組合， ０２年３２２組合， ０３

年３１０組合, ０４年３１９組合, ０５年３１８組合, ０６年３０４組合である。 
２　貸出金合計にはその他の科目も含むので， 貸出金合計と各科目の合計は一致しない。 

前年比 
増加 
寄与度 

１００．０ 

３０．０ 
２２．８ 
１３．３ 
１２．５ 
１１．３ 
６．９ 

０６．３ 

１００．０ 

２７．７ 
２５．５ 
１２．３ 
１２．４ 
１２．１ 
７．１ 

△０．２ 

△０．６ 
１．９ 
△０．８ 
△０．７ 
０．５ 
△０．２ 

０１．３ 

０．４ 

１．３ 
７．３ 
△３．７ 
１．８ 
△４．８ 
△２．８ 

０２．３ 

△０．７ 

５．３ 
２．１ 
△５．７ 
△１．９ 
△１．８ 
△５．２ 

０３．３ 

△０．６ 

３．７ 
２．３ 
△０．３ 
△８．１ 
６．１ 
△９．９ 

０４．３ 

０．６ 

３．２ 
８．５ 
△１．６ 
△６．１ 
２．０ 
△６．９ 

０５．３ 

△１．１ 

△０．１ 
７．３ 
△６．１ 
△８．７ 
１．８ 
△４．８ 

０６．３ 

△０．２ 

△２．２ 
８．０ 
△６．４ 
△５．６ 
４．６ 
△２．２ 

０６．３ 

５　農協貸出金
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位置づけられる。その反面，財政状況の厳

しさのため貸付での入札方式が採用される

等，取引関係はシビアになっている。

農業資金では前年比伸び率はマイナスで

推移しているが，近年は回復傾向にあり，

06年３月末で△2.2％となった。ただし，

その傾向には地域差が大きく，北海道や南

関東，南九州・沖縄等の地域が伸び率を引

き上げている。また，近年では地銀，第二

地銀等の民間金融機関が農業分野へ進出

し，地
（注13）

域によっては農業資金における競合

関係が発生している。

（注10）古江晋也（2005）「賃貸住宅ローンの現状
と課題」『農林金融』４月号，23頁。

（注11）栗栖祐子（2006）「住宅ローンの伸長に向
けた農協の取組み―３つの農協の取組事例―」
『農林金融』４月号，61頁。

（注12）古江晋也（2006）「自動車ローンの現状と
課題」『農林金融』４月号，36頁。

（注13）長谷川晃生（2006）「地銀等民間金融機関
における農業分野への取組状況と農協の課題」
『農林金融』５月号，18頁。

05年度に日本経済は本格的な景気回復局

面に入り，企業業績の伸びに伴って雇用拡

大や賃金上昇がみられた。

こうしたなか，不良債権処理にめどをつ

け，体力を回復した金融機関はリテール部

門を強化する経営を展開している。個人の

資産運用では預貯金とともに，投信，保険

商品等の預かり資産ビジネスに力を入れ，

販売実績を伸ばしている。他方，貸出でも

住宅ローンをはじめ，生活資金等のローン

に対する積極的な姿勢がある。近年では農

業分野にも進出する金融機関も一部にみら

れるなど，金融機関の多角的な取組みが本

格化した。05年度に全国銀行が大幅な増益

を得たのは，こうした取組みが軌道に乗っ

てきたことを示している。

農協貯金では公金貯金の剥落と一般貯金

の前年比増加額の縮小によって，05年度に

伸び率が低下し始めた。天災共済金等の流

入があった04年度の反動を考慮する必要が

あるが，伸び率低下は全地域でみられ，06

年度に入っても続いている。利用者ニーズ

を踏まえた金融商品の品揃えによって貯金

の受け皿をつくるともに，貯金流出を防ぐ

対策が急務である。特に，今後は昭和一け

た世代のリタイアや相続が多発することが

予想されるため，次世代対策が必要となろ

う。たとえば，遺言関連業務への取組みは，

直接には資産継承を円滑にするものである

が，同時に次世代との取引を継続させる契

機となる。また，07年から始まる団塊世代

の退職をにらんだ年金口座の獲得も貯金調

達の手段として大きい。こうした次世代と

の接点を強化する取組みが重要となる。

他方，農協貸出金の前年比伸び率はマイ

ナスで推移していたが，05年度末になって

急速に回復し，同様の傾向は06年度に入っ

ても続いている。貸出金の伸びを牽引した

のは自己居住用住宅資金と県市町村・公社

公団貸付である。自己居住用住宅資金につ

いては駆け込み需要があったものの，そう

した需要に応える商品性と渉外・融資体制

が充実してきたことが背景にある。しかし，

今後は長期金利が上昇局面にあるなかで，
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住宅ローンをめぐる他行との競争がより激

しくなることが予想され，業者営業を強化

する等，さらなる体制整備が必要となろう。

なお，これまで貸出を支えてきた賃貸住宅

等建設資金が落ち込んでいるため，資産管

理にかかわる総合的な対策を講じる必要が

ある。

県市町村・公社公団貸付については市町

村合併後の資金需要の発生によって前年比

伸び率が上昇している。しかし，厳しい財

政事情のもとで地公体自身が取引関係を見

直している地域もある。今後は安定的・継

続的な取引先として地公体を位置づけるこ

とが困難となる可能性があり，農協にはよ

り戦略的な対応が求められよう。

生活資金や農業資金においても他行の攻

勢がみられるなかで，自己居住用の住宅ロ

ーンを主軸とした渉外・融資体制を充実さ

せていくことが重要になると考える。

（主事研究員　江川　章・えがわあきら）
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